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平成 20 年版「出入国管理」の発刊に当たって

昭和 34 年から発刊されている「出入国管理」は，本書で 14 冊目になります。平成 15 年版以前の

「出入国管理」では，５年間の出入国管理行政の歩みをまとめたものとして発刊していましたが，近

年，出入国管理をめぐる情勢がめまぐるしく変化していることから，平成 16 年版以後，「出入国管理」

は毎年の出入国管理行政の動きを取りまとめて発刊することとしました。

近年の情勢を見ると，外国人旅行者の訪日促進を通じた観光立国実現への取組，高度人材を始め

とする専門的，技術的分野における外国人労働者の一層の受入れ，総人口が減少する時代における

対応，不法滞在外国人の半減及びテロリスト等の確実な入国阻止など，出入国管理行政を取り巻く

環境は変化し続けています。

このような状況の中で，出入国管理行政は，国際交流や経済の発展等のために外国人を円滑に受

け入れ，同時にテロリストや犯罪者など，我が国の安全・安心を脅かす外国人に対しては厳格な対

応を行っていくという，円滑化と厳格化の双方の方策を，同時に，的確に遂行していく必要があり

ます。そのためにも，まず，出入国管理行政がどのような状況において，具体的にどのような施策

を実施しているかを広く皆様に御理解いただきたいと考えております。

そこで，今般，平成 20 年版「出入国管理」を刊行することとし，平成 15 年から平成 19 年までの

過去５年間の業務の推移を見つつ，平成 19 年度を中心に最近の出入国管理行政を取り巻く状況や施

策を取りまとめ，紹介することといたしました。

第１部では，「出入国管理をめぐる近年の状況」として，外国人の入国・在留状況及び日本人の出

帰国の状況（第１章），外国人の退去強制手続業務の状況（第２章），難民認定業務等の状況（第３章），
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人身取引対策の推進（第４章），外国人

登録の実施状況（第５章）について説明

します。この第１部で，主として平成 19

年の出入国管理行政の状況を過去５年間

の推移と併せて数的に見て取ることがで

きます。

第２部では，「平成 19 年度における出入国管理行政に係る主要な施策等」として，第１章では，

個人識別情報を活用した出入国審査の開始，第２章では，新たな在留管理制度の検討，第３章では，

不法滞在外国人の半減のための取組，第４章では，水際対策の強化とＩＴ化の推進，第５章以下では，

外国人の円滑な受入れのために講じた措置，国際社会への対応などについて説明します。この第２

部で，平成 19 年度における出入国管理行政の状況を質的に見て取ることができます。

また，資料編においては，平成 19 年度以降の出入国管理行政に係る主な出来事などを説明してい

ます。

本報告書を通じ，出入国管理が皆様にとって身近で分かりやすい行政となることができれば幸い

です。

平成 20 年 10 月

法務省入国管理局長　　西 川  克 行

中部国際空港（平成 17年 3月：写真提供　中部国際空港株式会社）
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平成20年版「出入国管理」のポイント

　　平成 20 年版「出入国管理」の構成
○　本書は，出入国管理行政をめぐる状況（第１部），主要な施策（第２部）及び資料編で構成。
○　第１部では，平成 15 年から平成 19 年までの５年間の推移を見つつ，平成 19 年の状況を記載。
○　第２部では，平成 19 年度における主要な施策を記載。

　　第１部　出入国管理をめぐる近年の状況
○　平成 19 年の外国人入国者数は過去最高を記録

平成 19 年の外国人入国者数は，政府を挙げて取り組んでいる外国人観光客の招致キャンペーンや平成 17 年３
月からの韓国人及び台湾居住者に対する査証免除措置，及び中国に対する査証発給条件の緩和の効果等があい
まって ，前年比 12.9％増の 915 万 2,186 人で，過去最高を記録した。

○　平成 19 年末現在の外国人登録者数は過去最高を記録
平成 19 年末現在の外国人登録者数は ，我が国において中 ・ 長期的に生活を送る者が増加する中で，3.3％増の

215 万 2,973 人と，過去最高を毎年更新している。我が国の総人口に占める割合も 1.69％で過去最高を更新した。
○　不法残留者数は減少傾向

平成 20 年１月１日現在の不法残留者数は ，厳格な入国審査の実施 ，関係機関との密接な連携による入管法違
反外国人の集中摘発の実施等総合的な不法滞在者対策により，前年比12 . 3％減の14万9,785人で，過去最高であっ
た平成５年５月１日現在の 29 万 8,646 人から一貫して減少している。

○　人身取引対策の推進
総合的，包括的な人身取引対策を講ずることを目指して，平成 16 年 12 月，「人身取引対策行動計画」が策定

された。入国管理局においては，同計画に沿って関係機関と連携しつつ，人身取引の被害者の保護等のための取
組を行った結果，平成 19 年に保護（在留特別許可）又は帰国を支援した人身取引の被害者は 40 人（全員女性）
となっており，前年の 47 人に比べて減少（17.5％減）した。

　　第２部　平成 19 年度における出入国管理行政に係る主要な施策等
○　個人識別情報を活用した出入国審査の開始
・　 平成 19 年 11 月 20 日に施行された改正入管法により，上陸審査時に外国人（特別永住者，16 歳未満の者等

の免除事由該当者を除く。）に対し個人識別情報（指紋及び顔写真）の提供が義務付けられた。
・　 上陸審査時に個人識別情報を活用することにより，過去に退去強制歴がありながら，偽変造旅券や他人名義

の旅券を利用して繰り返し不法入国を企図する者（いわゆるリピーター）の入国を阻止するなど，相当の効果
を上げている。

・　 出入国の手続を簡素化・迅速化して利便性を高めるため，同じく平成 19 年 11 月 20 日から，事前に利用希
望者登録を行った日本人及び再入国許可を受けていることなど一定の要件に該当する外国人は，成田空港に設
置した自動化ゲートを通過して一般の出入国審査ブースで入国審査官の審査を受けることなく，迅速に出入国
手続を受けることが可能となった。

○　新たな在留管理制度の検討
・　 平成 19 年 6 月 22 日に閣議決定された「規制改革推進のための 3 か年計画」においては在留外国人の入国後

のチェック体制の強化として，外国人に係る情報の相互照会・提供，外国人登録制度の見直し，使用者等受入
れ機関等に対する責任の明確化等が盛り込まれ，遅くとも平成 21 年通常国会までに関係法案を提出すること
とされた。

・　 政府における検討状況を踏まえ，各方面の有識者から，新たな在留管理制度の在り方について意見を聴取し，
今後の入国管理行政に活かすため，平成 19 年２月１日，法務大臣の私的懇談会である出入国管理政策懇談会
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の下に在留管理専門部会を設置し，在留カード（仮称）の交付，適法な在留外国人台帳制度の整備等について
検討した。

・　 出入国管理政策懇談会は，在留管理専門部会の検討結果を，最終報告書「新たな在留管理制度に関する提言」
として取りまとめ，平成 20 年 3 月 26 日，同報告書を法務大臣に提出した。

○　不法滞在外国人の半減のための取組
平成 15 年 12 月に決定された「犯罪に強い社会の実現のための行動計画」に沿って，不法滞在者を平成 20 年

までの５年間で半減させるため ，入国管理局においては，不法滞在を目的とする外国人を日本に「来させない」「入
らせない」「居させない」の３本を柱として ，在留資格認定証明書交付申請等に係る厳格な入国事前審査，厳格
な上陸審査の実施，偽変造文書鑑識の強化，効果的な摘発の実施等，関係機関とも緊密に連携しながら，積極的
に不法滞在者対策に取り組んでいる。

○　テロ対策の推進
テロの未然防止を図り，国民の安全を確保するため，入国管理局においては，ＡＰＩＳ（事前旅客情報システ

ム）の活用，リエゾン・オフィサーの派遣，セカンダリ審査及びプレクリアランス等新たな手法も導入して，一
層厳格な出入国審査等を実施している。また , 第 164 回国会において成立した入管法の一部改正により，平成 19
年 11 月からは，我が国に上陸しようとする外国人に対し，指紋等の個人識別情報の提供が義務付けられた。

○　観光立国への貢献
セカンダリ審査及びプレクリアランス等を導入し , 入国審査の円滑化と厳格化の一層の推進を図っている。平

成 19 年９月には特定活動告示に定めるワーキングホリデー対象国にデンマークを追加（19 年 10 月施行）した。 
○　研修・技能実習制度の運用の適正化と制度の見直し
・　 入国管理局では，平成 11 年に「研修生及び技能実習生の入国・在留管理に関する指針」を策定するなどし

て研修・技能実習制度の適正な運用に努めてきたが，平成 19 年 12 月 26 日，同指針の内容を見直して，受入
れ機関が留意すべき事項などをより明確にするとともに，「不正行為」に該当する行為について明確化を図る
などの改訂を行った。

・　 平成 19 年中に「不正行為」に認定した機関は 449 機関であり，過去最多であった前年の 229 機関の約２倍となっ
た。

○　留学生，就学生の在留資格に係る審査の一層の適正化
留学生等については，勉学の意思 ・ 能力や経費支弁能力を有しているか否かについて慎重に確認することと

しているが，平成 19 年度においても，引き続き同様の審査方針に基づいた審査を行ったほか，教育機関に対し，
在籍管理の実施の徹底等を求めた。

○　在留資格の変更及び在留期間の更新許可のガイドライン化等
外国人の在留期間の長期化，定住化傾向が進む中，申請者の予見可能性を高める観点から，運用の明確化及び

透明性の向上を図るため「規制改革の推進のための３か年計画（平成 19 年６月 22 日に閣議決定）を受けて「在
留資格の変更，在留期間の更新許可のガイドライン」の策定及び在留資格の変更許可申請，在留期間の更新許可
申請に係る不許可事例の公表を行った。

○　国際化への対応
・　 東南アジア諸国（地域）の出入国管理行政当局の幹部等を招へいして ，平成 19 年 11 月に東南アジア諸国出

入国管理セミナーを開催し ，国際テロリスト及び国際犯罪者の入国阻止，在留外国人に関する確実で適切な
情報管理の方策等について，意見交換を行った。

・　 東南アジア諸国（地域）の偽変造文書鑑識実務者等を招へいして，平成 20 年２月に偽変造文書鑑識技術者
セミナーを開催し，我が国が蓄積した偽変造文書鑑識技術を紹介するとともに，米国，カナダ等の参加協力を
得て，より効果的な技術移転及び情報交換に努めている。

・　 各国とのＥＰＡ（経済連携協定）締結交渉等に積極的に参画した。　 
○　行政サービスの向上

入国審査官の配置を弾力的に行う等して，出入国審査時の混雑の緩和に努めている。また，高齢者 ，障害者 ，
妊婦等のための優先レーン（プライオリティレーン）を設置するなどして , 手続の円滑化とともに行政サービス
の向上に努めている。
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